
関係団体 御中

「新型コロナウイルス感染症の感染症法上の位置づけの変更に伴う

新型コロナウイルス感染症に係る診療報酬上の臨時的な取扱いについて」

にかかる疑義解釈資料の送付について(その4)

標記にっきまして、呂1絲氏のとおり、地方厚生(支)局医療課、都道府県民生主管

音原局)国民健康保険主管課倍砂及び都道府県後期高齢者医療主管音咲局)後期高

齢者医療主管課倍")あて通知するとともに、別添団体各位に協力を依頼しまし

たので、貴団体におかれましても、関係者に対し周知を図られますようぉ願いい

たします。

事務連

令和5年5月

厚生労働省保険局医療課

絡

18日

斗37



公益社団法人日本医師会御中

公益社団法人日本歯科医師会御中

公益社団法人日本薬剤師会御中

一般社団法人日本病院会御中

公益社団法人全日本病院協会御中

公益社団法人日本精神科病院協会御中

一般社団法人日本医療法人協会御中

一般社団法人日本社会医療法人協議会御中

公益社団法人全国自治体病院協議会御中

一般社団法人日本慢性期医療協会御中

一般社団法人日本私立医科大学協会御中

一般社団法人日本私立歯科大学協会御中

一般社団法人日本病院薬剤師会御中

公益社団法人日本看護協会御中

一般社団法人全国訪問看護事業協会御中

公益財団法人日本訪問看護財団御中

独立行政法人国立病院機構本部御中

国立研究開発法人国立がん研究センター御中

国立研究開発法人国立循環器病研究センター御中

国立研究開発法人国立精神・神経医療研究センター

国立研究開発法人国立国際医療研究センター御中

国立研究開発法人国立成育医療研究センター御中

国立研究開発法人国立長寿医療研究センター御中

独立行政法人地域医療機能推進機構本部御中

独立行政法人労働者健康安全機構本部御中

健康保険組合連合会御中

全国健康保険協会御中

健康保険組合御中

公益社団法人国民健康保険中央会御中

社会保険診療報酬支払基金御中

財務省主計局給与共済課御中

文部科学省高等教育局医学教育課御中

文部科学省高等教育局私学行政課御中

総務省自治行政局公務員部福利課御中

総務省自治財政局地域企業経営企画室御中

警察庁長官官房教養厚生課御中

防衛省人事教育局御中

労働基準局労災管理課御中

労働基準局補償課御中

各都道府県後期高齢者医療広域連合御中

御中



地方厚生(支)局医療課

都道府県民生主管部(局)

国民健康保険主管課(部)

都道府県後期高齢者医療主管部

後期高齢者医療主管課(部)

(局)

「新型コロナウイルス感染症の感染症法上の位置づけの変更に伴う

新型コロナウイルス感染症に係る診療報酬上の臨時的な取扱いについて」

にかかる疑義解釈資料の送付について(その4)

御中

「新型コロナウイルス感染症の感染症法上の位置づけ変更に伴う医療提供体制及び公費

支援の見直し等について」(令和5年3月10日新型コロナウィルス感染症対策本部決定)を

踏まえ、「新型コロナウィルス感染症の感染症法上の位置づけの変更に伴う新型コロナウィ

ルス感染症に係る診療報酬上の臨時的な取扱いについて」(令和5年3月31日保険局医療課

事務連絡。以下、「令和5年3月31日事務連絡」という。)等において、診療報酬上の特例

の見直し等について示したところであるが、これらの事務連絡に記載された内容等について

別添のとおり疑義解釈を取りまとめたので、その取扱いに遺漏のないよう、貴管下の保険医

療機関に対し周知徹底を図られたい。

事

令和

務連

5年5月

絡

18日

厚生労働省保険局医療課



問1 令和5年3月31日事務連絡別添1の1 (2)①に示す、療養上の指導

を実施した場合のBO00の2に規定する「許可病床数が 100床未満の病院

の場合」の点数(147点)について、小児科外来診療料、地域包括診療料、

認知症地域包括診療料、小児かかりつけ診療料、生活習慣病管理料、在宅

時医学総合管理料、施設入居時等医学総合管理料又は在宅がん医療総合診

療料を算定している患者についても算定可能か。

(答)可能。

ヨ2 「「新型コロナウイルス感染症の感染症法上の位置づけの変更に伴う新

型コロナウイルス感染症に係る診療報酬上の臨時的な取扱いについて」に

かかる疑義解釈資料の送付について(その2)」(令和5年4月27日厚生

労働省保険局医療課事務連絡)別添の問1に示す、櫂患後症状に係る特定

疾患療養管理料(147点)について、小児科外来診療料、地域包括診療料、

認知症地域包括診療料、小児かかりつけ診療料、生活習慣病管理料、在宅

時医学総合管理料、施設入居時等医学総合管理料又は在宅がん医療総合診

療料を算定している患者についても算定可能か。

答)可能。

問3 令和5年3月31日事務連絡別添1の2 (3)①において「慢性疾患又

は精神疾患を有する定期受診患者に対して、電話や情報通信機器を用いた診

療及び処方を行う場合であって、電話や情報通信機器を用いた診療を行う以

前より、対面診療において診療計画等に基づき療養上の管理を行い、「情報

通信機器を用いた場合」が注に規定されている管理料等に基づく管理を行う

場合は、BO00 の2に規定する「許可病床数が 100 床未満の病院の場合」の

点数(147点)を月1回に限り算定できる」とあるが、「管理料等」とは、何

を指すのか。

(答)令和4年度診療報酬改定以前に叶青報通信機器を用いた場合」が注に規定

されていた、特定疾患療養管理料、小児科療養指導料、てんかん指導料、難

病外来指導管理料、糖尿病透析予防指導管理料、地域包括診療料、認知症地

域包括診療料及び生活習慣病管理料を指す。

(別添)



占4 令和5年3月31日事務連絡別添1の各項において、 rBO00 の2に規定

する「許可病床数が 100床未満の病院の場合」の点数(147点)を月1回に

限り算定できる」とあるが、当該特例については、診療所又は許可病床数が

100床以上の病院においても算定可能か。

答)可能。

問5 令和5年3月31日事務連絡別添1の9に示す救急医療管理加算1 四50

点)にっいて、仟新型コロナウイルス感染症の感染症法上の位置づけの変

更に伴う新型コロナウィルス感染症に係る診療報酬上の臨時的な取扱い

について」にかかる疑義解釈資料の送付について」(令和5年4月17日厚

生労働省医療課事務連絡)問6において、「当該医療機関が入院調整を行

わず、各都道府県・保健所設置市・特別区、医療関係団体、他医療機関、

あるいは外部業者等が入院調整を実施した場合」は算定できない旨示され

たが、当該医療機関が、各都道府県・保健所設置市・特別区、医療関係団

体、他医療機関、あるいは外部業者等に入院調整業務を依頼した場合は算

定できないのか。

(答)そのとおり。ただし、都道府県や保健所等から受入れ可能な医療機関等に

ついて情報提供を受けることは入院調整業務の依頼にはあたらない。


